
熊本県障害児通所給付費等負担金交付要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、熊本県障害児通所給付費等負担金の交付に関し、熊本県補助金等交付

規則（昭和５６年熊本県規則第３４号。以下「規則」という。）及び熊本県健康福祉補助金

等交付要項（以下「要項」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定める。 

（交付申請） 

第２条 要項第３条第１項の申請書の提出期限は、別に定めるものとする。 

２ 要項第３条第２項第１号の事業計画書及び同項第３号のその他必要とする書類の様式は、

次のとおりとする。 

（１）熊本県障害児通所給付費等負担金所要額調書（別紙第１号様式） 

（２）熊本県障害児通所給付費等負担金事業計画書（別紙第２号様式） 

３ 要項第３条第２項第２号の収支予算書の様式は、同号の規定にかかわらず、歳入歳出予

算（見込）書抄本とする。 

（交付条件） 

第３条 負担金の交付条件は、規則第５条第１項第１号及び第２号に掲げるもののほ 

か、次のとおりとする。 

（１） 事業により取得し、又は効用の増加した財産の価格が単価５０万円以上の機械 

及び器具については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３

０年政令第２５５号）第１４条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期

間を経過するまで、知事の承認を受けないで、この補助金の目的に反して使用し、譲渡

し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。 

（２）知事の承認を受けて処分することにより収入があった場合には、その収入の全部又は

一部を県に納付させることがある。 

（実績報告） 

第４条 要項第９条第２項第１号の事業実績書の様式は、次のとおりとする。 

（１） 熊本県障害児通所給付費等負担金精算書集計表（別紙第３号様式） 

（２） 熊本県障害児通所給付費等負担金支出済額内訳（別紙第４号様式） 

２ 要項第９条第２項第２号の収支精算書の様式は、同号の規定にかかわらず、歳入歳出決

算（見込）書抄本とする。 

３ 要項第９条第３項の実績報告書の提出期限は、負担金の交付決定のあった日の属する年

度の翌年度の５月末日とする。 

（負担金の精算） 

第５条  規則第１３条の規定により報告された実績額が（変更）交付決定額に対して 

超過し、又は不足する場合は、実績報告があった年度内において当該過不足額を精算（返

納又は追加交付）するものとする。 

 

   附 則 

    この要領は、平成２５年１月２２日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。 

   附 則 

    この要領は、平成２６年２月１９日から施行し、平成２５年４月１日から適用する。 

附 則 

この要領は、平成２７年１月１３日から施行し、平成２６年４月１日から適用する。 

 


